
新積算システム管理費区分一覧
　

【工事】
管理区分 間接費等の対象

無 上位レベルの区分に従う
0 全ての間接費対象
1 現場管理費／一般管理費等対象
2 工場管理費／一般管理費等対象
5 一般管理費等対象
7 工場管理／間接労務／一般管理費等対象
9 全ての間接費対象外及び循環税相当額
Ｐ 輸送に係る間接費の積算を内部処理
Ｔ 処分費等対象

【電気設備】
管理区分 間接費等の対象

無 上位レベルの区分に従う
0 全ての間接費対象
1 現場管理費／一般管理費等対象
2 工場管理費、一般管理費等対象
5 一般管理費等対象
7 工場管理／間接労務／一般管理費等対象
8 技術者間接費対象
9 全ての間接費対象外及び循環税相当額
Ｐ 輸送に係る間接費の積算を内部処理
Ｔ 処分費等対象

【機械設備】
管理区分 間接費等の対象

無 全ての間接費の対象
2 設計技術費・一般管理費等の対象
3 機器単体費
4 据付間接費対象労務費
5 一般管理費等対象
6 直接材料・一般材料
7 支給品 (製作品／機器単体費)
8 間接労務費
9 全ての間接費対象外及び循環税相当額
A 直接材料・鋼材・ベース単価
B 直接材料・鋼材・規格エキストラ
C 直接材料・鋼材・寸法エキストラ
D 直接材料・鋼材・スクラップ
E 直接材料・その他
F 部品
G 機械損料
J 労務費
K 塗装工
L 輸送工
M 設計技術費のみ非対象
N 特許料の対象
T 処分費等対象
W 据付間接費対象



【委託業務】
管理区分 間接費等の対象

無 上位レベルの区分に従う
0 上位レベルの区分に従う（漁港系の標準歩掛）
9 全ての間接費対象外及び循環税相当額
Ｉ 一般管理費等の非対象
L 電子成果品作成費の非対象
S 間接調査費中の施工管理費、電子成果作成費の対象
Y 安全費の非対象

【漁港設計業務のみ有効】
管理区分 間接費等の対象

A
設計業務費または設計業務人件費として計上する
(その他原価・業務成果品作成費・一般管理費等の対象)

B
設計業務費または旅費人件費１として計上する
(その他原価・一般管理費等の対象)

C
設計業務費または事務用品費として計上する
(一般管理費の対象)

D
設計業務費、または設計業務人件費、または事務用品費として計上する
（その他原価・事務用品費・業務成果品作成費・一般管理費等の対象）

E
設計業務費として計上する
（一般管理費等の対象）

【電気通信施設点検業務】
管理区分 間接費等の対象

無 上位レベルの区分に従う
0 全ての間接費対象
9 諸経費の対象外
Ｋ 技術間接費対象機械経費

【機械設備点検業務】
管理区分 間接費等の対象

無 上位レベルの区分に従う
0 全ての間接費対象
1 現場管理費／一般管理費等対象
5 一般管理費対象
8 点検整備間接費の対象
9 全ての間接費の対象にしない場合



新積算システム　体系区分一覧
　

【土木関係】
業務区分 項目 体系区分

測量 Ａ１
環境調査（作業） Ｊ２
水文調査 Ｆ１
竣工平面図等作成 Ｇ１
一般調査（外業） Ｈ３
ボーリング調査（外業） Ｈ７
弾性波探査 Ｈ９
解析等調査 Ｉ１
軟弱地盤解析 Ｉ２
概略設計、予備設計または、詳細設計 Ｐ１
その他設計業務 Ｐ２
概略設計、予備設計・詳細設計及びその他設計業務以外 Ｐ３
保安林解除申請 Ｋ１
施工管理 Ｋ２
災害復旧工事設計 Ｋ３
道路防災総点検 Ｋ４
環境調査（業務） Ｊ１
積算資料作成 Ｓ３
交付申請（図面作成） Ｓ３
交付申請（型入） Ｓ３
現場技術業務 Ｓ３
３者検討会 Ｑ１

【漁港関係】
業務区分 項目 体系区分

深浅測量 Ｂ１
水路測量 Ｂ２
汀線測量 Ｂ３
流況調査 Ｂ４
水質調査 Ｂ５
底質調査 Ｂ６
環境生物調査業務 Ｂ７
漁港施設機能保全計画書作成 Ｂ８
磁気探査業務 Ｄ１
潜水探査業務 Ｅ１
間接調査費の旅費交通費（一般調査、ボーリング調査、土質調査：漁港） Ｈ５００
間接調査費の旅費交通費（弾性波探査） Ｈ４９９
間接調査費の施工管理費 Ｈ５０１
土質調査業務 Ｈ５
漂砂解析 Ｕ１
静穏度解析 Ｕ２
費用対効果分析[漁港] Ｕ３
費用対効果分析[海岸] Ｕ４
波浪推算 Ｖ１
漁港施設設計 Ｖ２
細部設計 Ｖ３
実施設計 Ｖ４
海岸保全施設設計 Ｖ５
海岸保全施設実施設計 Ｖ６
灯台設計 Ｖ７
漁港申請図書作成 Ｘ１
漁港・漁港海岸電子台帳整備更新 Ｘ２
漁港施設機能保全計画書作成 Ｘ３

【下水道関係】
業務区分 項目 体系区分

基本計画 Ｗ１
施設設計 Ｗ２
下水道設計業務 Ｗ１、Ｗ２

設計

設計

測量

調査
（一般）

調査
（解析）

設計

測量

調査
（一般）


